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　近畿大学商経学会規約

第１条（会の名称）

　本会の名称を「近畿大学商経学会」（The Society of Business Studies，Kindai 

University）とする。

第２条（事務局の設置場所）

　　本会の事務局は，これを近畿大学経営学部資料室に置く。

第３条（会の目的）

　本会は，近畿大学における商学，経営学，会計学をはじめとする関連諸分野の研究・

教育を促進し，その成果を広く公にすることを通じて，学界ならびに実社会に寄与貢献

することを目的とする。加えて，構成員の優れた業績を表彰することでその業績を世に

知らしめることを目的とする。

第４条（会の事業）

　前条の目的を達するために，本会は以下の事業を行う。

�　機関誌『商経学叢』の刊行

�　ワーキングペーパーの管理

�　その他，研究・教育成果を公表する書籍等の刊行

�　研究会，ワークショップ，学術講演会，セミナー等，研究・教育成果を公表す

る催事の実施

�　その他，前条の目的を達するための事業

第５条（会員資格）

　　本会の会員は，以下のとおりとする。

�　近畿大学経営学部専任教員（助教，特任教員を含む）

�　近畿大学経済学部専任教員（助教，特任教員を含む）

�　近畿大学大学院商学研究科博士後期課程修了者および満期退学者

�　近畿大学大学院商学研究科博士後期課程在学生

�　近畿大学経営学部，経済学部，および商経学部の名誉教授



　　なお，�については，その身分を終身会員とする。

第６条（会の組織）

　１　本会は，以下の役員をもってこれを運営する。

　　�　会長

　　�　編集委員

２　会長には，近畿大学経営学部長が就任し，本会を代表するとともに，会務を統括す

る。

３　会長は，前条�に該当する者の若干名に対し，編集委員を委嘱する。

４　編集委員に委嘱された者は，経営学部広報・編集委員会編集部会に属し，会の運営

に当たる。

５　編集委員の任期については，各種学部委員の任期に準ずる。ただし，再任・留任を

妨げない。

第７条（会の予算）

　１　本会の予算期間は，４月１日から翌年３月３１日までとする。

　２　本会の活動経費は，経営学部の予算において配分された額をもって，これに充てる。

第８条（著作権について）

　第４条に定められた事業を通じて公にされる著作物（音声，映像記録等を含む）の著

作権については，その著作物が近畿大学商経学会によって採用もしくは実施された時点

で，著作者ないしこれに準ずる者から近畿大学商経学会に譲渡されたものとみなす。

附　則

　本規約は，平成２３年２月１６日より施行する。

　



第１条（本規程の目的）

　本規程は，「近畿大学『商経学叢』に関する規程」（以下，「本規程」と略称する）と

称し，近畿大学商経学会規約（以下，「規約」と略称する）第４条�に定められた事業

を遂行するために必要な事項について定める。

第２条（『商経学叢』刊行の目的）

　『商経学叢』は，規約第３条に定められた商経学会の目的を達すべく，会員の研究・

教育成果を公表するために刊行される。

第３条（『商経学叢』の編集）

　『商経学叢』の編集・刊行作業は，規約第６条第１項�に定められた編集委員が，こ

れを担当する。ただし，必要な場合は，これ以外の者を参加させることができる。その

際，参加できる者は規約第５条�に定める会員に限る。

第４条（『商経学叢』の種別）

　　『商経学叢』は，以下の種別を有する。

　　　�　通常号

　　　�　記念号

　　　　①　退任記念号…………定年退職する教員を対象とする

　　　　②　追悼号………………在職中に物故した教員を対象とする

　　　　③　その他の記念号……周年記念等，しかるべき時期に刊行する

　　なお，記念号の刊行については，別に定める。

第５条（投稿資格）

１　規約第５条に定める会員は，『商経学叢』に投稿する資格を有する。

２　ただし，会員のうち，規約第５条�もしくは�に該当する会員については，本規程

第６条に定める掲載著作物のうち�のみを投稿できるものとし，かつ「『商経学叢』

への大学院生投稿論文の査読手続に係る内規」にもとづき，投稿論文の掲載には審査

を要する。

近畿大学『商経学叢』に関する規程



３　共著による投稿の場合は，共著者のうち少なくとも一名（ただし，第一著者）が会

員であることを要する。ただし，近畿大学経営学部教授会の議を経て受け入れた客員

教員および客員研究員ないしそれに准ずる者については，共著における第一著者とし

ての投稿資格を有するものとする。この場合の掲載順序については，当該投稿者の本

来の勤務先における職位に准じる。

４　必要に応じて，会員以外の者に執筆を依頼することができる。

第６条（掲載著作物の種別）

　　『商経学叢』には，以下の著作物を掲載する。

　　　�　論　文

　　　�　研究ノート

　　　�　資　料

　　　�　書　評

第７条（投稿に関する留意事項）

　　『商経学叢』に投稿する際には，以下の点を踏まえるものとする。

�　投稿者は，所定の表紙に必要事項を記載し，提出原稿に添付しなければならな

い。

�　原稿は，ワープロで作成された完成原稿とし，未刊行のものでなければならな

い。

�　論文に関しては，原稿の本文冒頭に以下の事項を順に記載しなければならな

い。

　　　　①　論　題

　　　　②　筆者氏名

　　　　③　日本語概要（３００字以内）

　　　　④　欧文概要

　　　　⑤　５個以内のキーワード

　　　　⑥　原稿提出日

�　本文中の節番号は１，２，…と表記し，項番号は�，�，…と表記することを

原則とする。

�　図表は，図１，表１と表記し，図表タイトルとともに書くこと。引用した場合



は，出所を図表の下に明記すること。

�　注は脚注で表記し，本文中のしかるべき場所に通し番号を付すること。

�　参考文献は，本文末に一括してリストを作成すること。その順序については，

学界において広く採用されている方法を用いること。

�　参考文献の表記方法については，以下の方式を原則とする。

著　書【洋文献】…著者名［刊行年］書名〈イタリック〉，出版社もしくは出版

地名。

著　書【和文献】…著者名［刊行年］『書名』出版社名。

論文等【洋文献】…著者名［刊行年］論題，所収誌名〈イタリック〉，巻，号，

掲載ページ。

論文等【和文献】…著者名［刊行年］「論題」『所収誌名』巻，号，掲載ページ。

　　　�　執筆者校正は，二校までとする。

第８条（著作権）

１ 『商経学叢』に掲載が受理された原稿の著作権は，近畿大学商経学会に帰属する。投

稿者が当該原稿を他の出版物に転用する場合には，あらかじめ文書によって近畿大学

商経学会の許可を得なければならない。

２ 『商経学叢』に掲載された原稿については，冊子体以外の媒体で公開されることが

ある。投稿者は，これを承諾したうえで投稿するものとする。



献　　辞 ………………………………………………………………………桂　　　眞　一

論　　文

中国のコーポレート・ガバナンスとその国際適用問題 …………………安　室　憲　一

日本酒の現在と未来

　―越境 EC による日本からの輸出可能性―  ………………………伊　田　昌　弘

インド公的セクター企業の CSR

　―NTPC の事例―  …………………………………………………梅　野　巨　利

エスニックな食品の国際化についての考察

　―マーケティングにおける文化的特性の視点から―  ……………山　口　隆　英

中国における障害者雇用法と雇用実態

　―日本との比較を中心に―  …………………………………………有　村　貞　則

沖縄における泡盛産業の生成，発展，衰退そして再生に関する歴史研究

　　　　　　　 ………………………………………………………………山　内　昌　斗

タレント識別プロセスにおける地域統括本社のブリッジ機能：

　文献レビューを中心に ……………………………………………………笠　原　民　子

価値共創に向けての顧客ニーズの理解 ……………………………………山　部　洋　幸

２０１９年対韓輸出規制後の日韓貿易動向分析 ………………………………李　　　兌　賢

乗数過程に遅れを持つ IS�LM モデル  ……………………………………内　上　　　誠

１９９０年以降「３０年」のローソン ……………………………………………井　田　泰　人

経営学系学部における政治学についての科目導入の意義について

　　　　　　　 ………………………………………………………………松　本　有　二

ウィズ／アフターコロナ時代の販売方法試行 ……………………………頭　師　暢　秀

狭義の「新小売」に関する一考察 …………………………………………柳　　　偉　達

日英 EPA を取りまく情勢について  ………………………………………勝　田　英　紀

 

前号目次 〔第６８巻　第１号　（通巻第１９４号）〕  ２０２１年９月３０日発行



パブリックセクターの持続可能性パフォーマンスの測定

　　　　　　　 …………………………………………川　原　尚　子・入　江　賀　子

文化観光コンテンツを活用した地域観光ブランドの再構築 ……………金　　　相　俊

コントローリングにおける誘因問題

　―エージェンシー理論における動機づけの観点から―  …………関　野　　　賢

着地型観光としてのアルコールツーリズム

　―長野県佐久地域における二つの展開事例―

　　　　　　　 …………………… 　橋　愛　典・井　出　文　紀・四　宮　由紀子

体験デザインとシグネチャー・ストーリーの創造 ………………………廣　田　章　光

在米国日系進出企業に勤務する「現地採用日本人」の

　「バウンダリー・スパナー」としての可能性と

　「日本人性」「キャリア」「職務満足」を巡る状況

　―日系企業及び現地採用日本人への調査に基づいて―  …………古　沢　昌　之

D. シュナイダーによる「経営経済学の歴史」についての一考察

　　　　　　　 ………………………………………………………………牧　浦　健　二

ラジオリンクストアの実態と家電流通史における意義について

　　　　　　　 ………………………………………………………………大　内　秀二郎

個のキャパづくり，集団の持続可能な発展のための大学教育：

　Vol １ 日本の制度システムの再設計と大学教育の分析  ………………宮　本　多　幸
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